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○平成12年８月１日 ・�北桑田郡内の京北町、美山町、船井郡内の園部町、八木町、日吉町、丹波町、
瑞穂町、和知町の８つの総合農協と船井郡内の南丹酪農が合併し、「京都南
丹農業協同組合」が誕生（組合員数13,000人）（郡名・町名はいずれも当時）

○平成14年４月１日 ・�ＪＡ京都誕生
　�京都南丹農業協同組合と福知山市農業協同組合が合併し、管内を１市８町
とする新生「京都農業協同組合」（ＪＡ京都）が誕生

○平成14年11月30日 ・�酪農センター竣工
　新酪農センターが完成し、酪農家の拠点としての利用始める

○平成15年７月28日 ・�福知山支店新規オープン
　�福知山中央支店、福知山北部支店を統合し、ＪＡ共済ビルで営業を開始

○平成15年10月１日 ・�亀岡市農業協同組合との合併
　�府内で最大規模（正組合員数、事業取扱高）のＪＡとして再出発

○平成16年２月１日 ・�岩滝町農業協同組合、篠農業協同組合との合併
　�組合員数約２万8,900人（うち正組合員数１万9,000人）となり、貯金額は
府内トップの約2,390億円

○平成16年５月１日 ・�綾部酪農農業協同組合との合併
　�酪農事業の飼養頭数、生乳生産量では府内シェア約76%を占めることに
なる

○平成16年５月31日 ・�薭吉支店を亀岡中部支店へ統合し移転・新築オープン
　亀岡川東支店移転・新築オープン

○平成16年12月13日 ・�千代川支店を亀岡市街地支店へ統合して営業

○平成17年４月１日 ・�京都丹後農業協同組合との合併
　�組合員数約5万6,000人となり、事業量も府内の約４割を占める大規模ＪＡ
となる

○平成17年７月19日 ・�亀岡市街地支店移転・新築オープン（10月亀岡大井支店へ名称変更）

○平成17年７月25日 ・�丹後地区、栗田・養老・橘・宇川支店をそれぞれ宮津・宮津府中・網野・
　間人支店へ統合

○平成18年１月15日 ・�久美浜支店移転・新築オープン（海部・神野・佐濃支店を統合）

○平成20年９月29日 ・�篠支店移転・新築オープン

○平成21年６月20日 ・�農畜産物直売所『たわわ朝霧』を亀岡市篠町に新築オープン

○平成22年４月26日 ・�亀岡支店・綾部支店をそれぞれ亀岡中央支店・福知山支店へ統合
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□　ＪＡ京都のあゆみ（沿革）

平成24年９月末現在

◇設　　　立　　平成12年８月（京都南丹農業協同組合）

　　　　　　　　平成14年４月　京都農業協同組合

◇本店所在地　　京都府亀岡市余部町天神又２

◇出　資　金　　109億円

◇総　資　産　　4,667億円

◇組 合 員 数　　52,422人

◇役　員　数　　理事26名  監事６名

◇職　員　数　　831人

◇為替店舗数　　29店舗

◇単体自己資本比率　　17.33%
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□ 地域貢献情報

　当ＪＡは、平成24年９月現在、京都市右京区（京北地域）、南丹市、京丹波町、亀岡市、福知
山市（注１,２）、綾部市（注２）、舞鶴市（注２）、与謝野町、京丹後市、宮津市および伊根町を事業区域と
し、農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お互
いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活性化に資
する地域金融機関です。
　当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆さまからお預かりした大切な財産である「貯金」を源
泉とし、資金を必要とする組合員の皆さまや、地方公共団体などにご利用いただいています。
　また、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、事業活動を展
開し、ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービスを提供するだけでなく、地域の協同組合
として、農業や助けあいを通じた社会貢献につとめています。

（注１）　ただし三和、夜久野地域を除く。
（注２）�　ただし、福知山市の中六人部・下豊富・大江地域、

綾部市および舞鶴市の区域については、旧綾部酪農
農業協同組合の組合員、その家族および後継者に限
るものとする。

⑴　地域からの資金調達の状況
　①　貯金・積金残高
　　�　組合員の皆さまはもとより地域の皆さ

ま、地方公共団体、法人や地域団体のご利
用によりお預かりしています。定期貯金を
はじめ普通貯金、定期積金、総合口座など、
目的や金額、預入期間にあわせてご利用い
ただいています。

　②　貯金募集の状況
　　　組合員とのふれあいを大切にし、全職員により貯蓄増強運動に取り組んでいます。
　　�　定期積金キャンペーンにより目的貯金、目標貯金のご提案をしています。
　　�　また、ボーナス時の定期貯金キャンペーン、年金受給者への特別金利定期貯金、ＡＴＭ定
期貯金等をおすすめしています。

　　�　取り扱いの貯金商品については、信用事業の事業案内（５頁）をご覧下さい。

⑵　地域への資金供給の状況
　①　貸出金残高
　　�　組合員をはじめ、地方公共団体、土地開
発公社、地域団体、地域住民の皆さまの暮
らしや農業の発展、地域経済の向上に寄与
できる資金のご融資をしています。

　②　制度融資取扱いの状況
　　　農業近代化資金など主に認定農業者の農業経営にご利用いただいています。
　　�　また、行政や各種団体と連携し農業集落排水事業や農業基盤整備事業にご利用いただいて
います。

　　　その他 ､日本政策金融公庫などの取り次ぎもしています。

　③　融資商品
　　�　農業融資を基本としていますが、組合員の皆さまのニーズにあった各種ローンを取り揃え

（単位：人）

平成24年９月末現在

組 合 員 数 52,422

内、 正 組 合 員 数 27,019

内、 准 組 合 員 数 25,403

（単位：百万円）

お預かり先 平成24年９月末残高

組 合 員 344,570

組 合 員 外 82,590

（単位：百万円）

ご融資先 平成24年９月末残高

組 合 員 39,886

地 方 公 共 団 体 9,417

そ の 他 9,371
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ています。また、地域振興資金や共同利用設備資金など、地域団体にもご利用いただいてい
ます。

　　　取り扱いの融資商品については、信用事業の事業案内（６頁）をご覧下さい。

⑶　文化的・社会的貢献に関する事項
　①　地域社会に貢献する活動
　　◦�次世代を担う子供たちに農業やＪＡを知ってもらうため、ＪＡの子ども雑誌「ちゃぐりん」

を活用した取り組みや食農教育の一環として「あぐりキッズスクール」を開催するなど、
親子で集える催しを実施しています。

　　◦�ＪＡ京都杯小学生バレーボール大会を開催し、地域の小学生の親睦と交流につとめています。
　　◦�全共連と共同して、児童・生徒の書写教育への貢献を目的として小・中学生を対象とした「書

道コンクール」を、また、児童・生徒の図画工作・美術教育の高揚と交通安全思想を幅広
く社会に訴えることを目的として「交通安全ポスターコンクール」を、それぞれ開催して
います。

　　◦�学校などの要請に応え、体験学習の場を通じてＪＡや農業への理解を深める機会を設ける
ほか、地元の京野菜や農業について生徒に説明を行い、また、小学校へは農業にかかわる
副読本「ぼくとわたしのまちの農業」を計画的に謹呈し授業に使用いただくなど学校教育
に賛助しています。

　　◦�日本赤十字社による献血運動への積極的な参加を役職員で行っています。

　②　「ひとり暮らし高齢者等の見守り支援」の取り組み
　　�　京丹波町の依頼を受けて、ＪＡ職員が外務活動を通じて高齢者世帯への声かけを行い、異
変を発見した時や相談を受けた場合は、町役場に連絡するという「ひとり暮らし高齢者等の
見守り支援」を行っています。

　③　安心して暮らせる地域づくりのための取り組み
　　�　認知症の正しい知識を身に付け、適切な対応ができるよう「認知症サポーター」の養成研
修を受けたキャラバン・メイトが中心となり、全役職員が認知症サポーターとして活動でき
る態勢づくりをすすめています。

　④　利用者ネットワーク化への取り組み
　　�　「ＪＡ女性部」を各地で結成し、幅広い年代層が参加できる研修や催しを開催するととも
に、家庭菜園の普及拡大をはかり、安全・安心な食物により家族の健康を守る提案を行って
います。

　　�　年金受給者による「年金友の会」を組織し、グラウンド・ゴルフ、ゲートボール、講演会、
旅行などを通じて健康増進や各地域の会員相互間の親睦をはかっています。

　⑤　情報提供活動
　　�　ＪＡと組合員を結ぶパイプ役として、当ＪＡの活動を中心に営農や暮らしに役立つ情報を
紹介した広報誌「ぱあとなぁ～」を毎月１回発行するとともに、地域住民に向けてタウン版
「ぱあとなぁ～」を発行してＪＡの情報発信を行っています。

　　　また、ホームページを開設して、インターネットにより情報発信しています。

ホームページアドレス　http://www.jakyoto.com

　⑥　店舗体制
　　�　北は京丹後市、南は亀岡市にわたる地域に29の為替店舗、58台のＡＴＭを設置し、地域の
皆さまにご利用いただいています ｡

　　　また、府内５ＪＡ・99店舗により京都府内をカバーする最大級のネットワークです。　　
（平成２4年10月１日現在）
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□　単体自己資本比率（国内基準）

　　　　　　　　　　 自己資本総額
自己資本比率　=　　　　　　　　　　　　×　100　＝　17.33%
　　　　　　　　　リスクアセット総額	

解　説
①�　平成１９年３月末より、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するため
の基準」（平成１８年金融庁・農林水産省告示２号）の規定に基づいて自己資本
比率を算出しています。
②�　９月末の単体自己資本比率は、２4年３月末のオペレーショナル・リスク相当
額、および２4年９月末の自己資本額・信用リスク・アセット額にもとづき算出
しています。

□　収益の推移
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17.33％17.33％17.53％17.53％

平成24年９月末平成24年３月末

（％） 自己資本比率（％）

( 単位 : 百万円 )

項　　　　　目 平成24年3月末 平成24年9月末
自己資本総額 24,117 24,327
リスク・アセット総額 137,517 140,379
自己資本比率（%） 17.53% 17.33%

（単位：百万円）

平成24年３月末 平成24年９月末
経常収益（事業収益） 17,151 8,683
信 用 事 業 収 益 4,169 2,080
共 済 事 業 収 益 3,251 1,631
農 業 関 連 事 業 収 益 8,465 4,389
そ の 他 事 業 収 益 1,264 580

経 常 利 益 1,742 924
当　　 期　　 剰　　 余　　 金 1,213 566
剰 余 金 配 当 金 額 101
・出資配当の額 32
・事業利用分量配当の額 68
注　経常収益は各事業収益の合計額を表しています。	
　　当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。	
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□　信用事業のご案内

　�　信用事業は、貯金、貸出、為替などの金融業務を行っており、地域のメインバンクとしての
役割と機能を発揮するとともに、「ＪＡバンクシステム」のもと、より一層の ｢安心、安全 ｣と「高
度な金融サービス」をお届けできるようつとめています。

◇貯金業務
　�　組合員はもちろん、地域の皆さまや事業主の皆さまからの大切なお金をお預かりしています。
　�　普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金をお客様の目的、期間、
金額にあわせてご利用いただいております。
　�　なお ､｢ 決済用貯金」として「普通貯金無利息型（決済用）」と「総合口座（普通貯金無利息
型）」をご用意しております。

種　　　類 預入期間 最低預入金額 特　　　　　　　　　　徴

当 座 貯 金 無 制 限 １ 円 以 上 事業資金など決済に用いる口座。

普 通 貯 金 無 制 限 １ 円 以 上
個人の財布代わりに、振込や振替などの決済機
能を加えるとより便利に。（キャッシュカード
有）

納税準備貯金 無 制 限 １ 円 以 上 納税など目的通りの払い出しで非課税に。

総 合 口 座 無 制 限 １ 円 以 上 貯める・借りる・支払うの3機能付き。
（キャッシュカード有）

貯 蓄 貯 金 無 制 限 １ 円 以 上 入出金が自由で、預入残高に応じて金利の変わ
る有利な貯蓄性貯金。（キャッシュカード有）

通 知 貯 金 ７ 日 以 上 １ 万 円 以 上 資金の一時保管的貯金。7日間経過後は、2日
前の通知で払い出しができる。

定 期 積 金 ６ ヶ 月
～ ５ 年 1,000 円 以 上 毎月、一定額を一定期間積み立てて、無理なく

コツコツと貯める貯金。

積立定期貯金 １ 年 以 上 100 円 以 上 積立方式をとりながら、定期貯金を兼ね備えた
有利な貯金。

期日指定定期 ３ 年 以 内 100 円 以 上
300 万円未満

１年が過ぎると１ヶ月前の予告で、いつでも必
要額の払い出しができる。

スーパー定期 1 ヶ月以上
５ 年 以 内 100 円 以 上 期間・金額など幅広く利用できる。

大 口 定 期 １ヶ月以上
５ 年 以 内 1,000万円以上 金利が他の貯金より有利。

変動金利定期 １ 年 以 上
３ 年 以 内 100 円 以 上 ６ヶ月ごと自動的に金利を見直し。

据置定期貯金
５ 　 　 年
据 置 期 間
（ ６ ヶ 月 ）

１ 万 円 以 上
６ヶ月経過後は払い出しが自由。預入期間によ
り、金利がステップアップ。半年複利で有利な
貯金。（但し、取扱期間は限定）

財
形
貯
蓄

一般財形 ３ 年 以 上 1,000 円 以 上
財形貯蓄（財産形成貯金）は、勤労者を対象と
した貯蓄。給料からの自動振替で、手間なく蓄
えられる。

年金財形
５ 年 以 上 両方合算で550

万円まで非課税
住宅財形
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◇貸出業務
　�　組合員への融資をはじめ、地域住民の皆さまの暮らしや、農業者・事業者の皆さまの事業に
必要な資金をご融資しています。
　�　また、地方公共団体、農業関連産業などへも貸出し、地域経済の資質向上・発展に貢献して
います。
　　さらに、日本政策金融公庫などの融資申込みの取り次ぎも行っています。

◇為替業務
　�　全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網
で結び、当ＪＡの窓口を通じて全国のどこの金融機関へでも送金や手形・小切手の取立てが安
全・確実・迅速にできる内国為替を取り扱いしています。

◇サービス・その他
　�　当ＪＡでは、オンラインシステムを利用して、各種自動受け取り、各種自動支払いや事業主
の皆さまのための給与振込サービス、口座振替サービスなどを提供しています。
　�　さらに、パソコン、携帯電話から残高照会や振込ができる「ＪＡネットバンク」もご利用い
ただけます。
　�　また、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニなどでも現金の引き出し
のできるキャッシュサービスなど、いろいろなサービスの向上につとめています。
　　その他、ライフスタイルに合わせてお選びいただけるＪＡカードも取り扱っています。

商　品　名 貸出期間 貸出金額 特　　　　　　　　　徴

ＪＡ住宅ローン 35 年 以 内 5,000万円以内 住宅の新築、増改築、土地購入等の資金など。

ＪＡリフォームローン 10年6ヶ月以内 ５00 万円以内 住宅の増改築、改装、補修、その他住宅に付
帯する設備資金など。

ＪＡ賃貸住宅ローン 30 年 以 内 ４ 億 円 以 内 不動産の有効利用に必要な資金に。（賃貸住
宅建設、増改築、改装、補修など）

ＪＡ資産活用ローン 30 年 以 内 ４ 億 円 以 内 貸店舗、貸事務所、貸駐車場等建設、造成補
改修資金になど。

ＪＡマイカーローン 7 年 以 内 500 万円以内 自動車・バイク購入、点検・修理・車検費用
など。

ＪＡ教育ローン 13年6ヶ月以内 500 万円以内 就学子弟の入学金・授業料・学費など。

ＪＡフリーローン 5 年 以 内 300 万円以内 主に生活に必要な資金。（ただし、負債整理・
事業資金を除く）

ＪＡ農機具ローン 8 年 以 内 200 万円以内 農機具の購入・修理に必要な資金に。

農 業 経 営 資 金 資金使途により異なる 貸付限度の範囲内 設備・運転資金、農地取得資金など。

ＪＡ大型農家ローン １年ごとに更新 1,500万円以内 営農に必要な資金。

営 農 ロ ー ン 1年ごとに更新 300 万円以内 営農に必要な資金。

共済証書担保貸付 10 年 以 内 貸付限度の範囲内 生活に必要な資金。
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□　金融再生法債権区分にもとづく保全状況

注�　本表は「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（平成１０年法律第１３２号）第６条にもと
づき、貸借対照表の貸出金、その他信用事業資産中の未収利息ならびに信用仮払金の各勘定（信用
事業総与信）について、債務者の財政状態および経営成績を基礎として区分したものです。
　①�　「破産更正債権およびこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続き等の事由によ
り経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権です。

　②�　「危険債権」とは、経営者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営状態が
悪化し、契約に従った債権元本の回収および利息の受取が出来ない可能性の高い債権です。

　③　「要管理債権」とは、３ヶ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権です。
　④�　「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記①か
ら③に掲げる債権以外の債権です。

平成24年９月末 （単位 : 百万円）

債　権　区　分 債　権　額
保　　　全　　　額

担　　保 保　　証 引　　当 合　　計

破産更正債権および     
これらに準ずる債権 938 212 155 570 938

危 険  債  権 1,953 603 675 433 1,713

要 管 理 債 権 210 91 − 54 146

小　　　計 3,102 907 831 1,059 2,798

正 常 債  権 55,656

合　　　計 58,759

債　権　区　分
債　　　権　　　額

平成24年３月末 平成24年９月末 増　　　減

破産更正債権および     
これらに準ずる債権 1,100 938 ▲ 162

危 険  債  権 2,076 1,953 ▲ 122

要 管 理 債 権 224 210 ▲ 13

小　　　計 3,401 3,102 ▲ 298

正 常 債  権 57,376 55,656 ▲ 1,719

合　　　計 60,777 58,759 ▲ 2,018
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□　貯金・貸出金の状況

◇業種別の貸出金残高

（単位：百万円）

平成24年３月末 平成24年９月末 増　　　　減

流 動 性 貯 金 123,195 123,897 702

定 期 性 貯 金 303,009 303,262 253

貯 金 計 426,205 427,160 955

貸 出 金 60,692 58,676 ▲ 2,016

預 金 335,327 334,617 ▲ 710

有 価 証 券 40,475 41,779 1,304

貯 貸 率 14.2% 13.7% ▲0.5%

貯 証 率 9.5% 9.8% 0.3%

（単位：百万円）

平成24年３月末 平成24年９月末 増　　　　　減

農 業 3,227 3,165 ▲ 61

林 業 147 138 ▲ 9

水 産 業 26 23 ▲ 2

製 造 業 2,787 2,714 ▲ 72

鉱 業 31 29 ▲ 1

建 設 業 2,045 2,028 ▲ 16

電気・ガス・熱供給・水道業 240 254 14

運 輸・ 通 信 業 491 538 46

卸売・小売業・飲食店 868 793 ▲ 74

金 融・ 保 険 業 5,952 5,943 ▲ 9

不 動 産 業 323 296 ▲ 26

サ ー ビ ス 業 3,976 3,980 4

地 方 公 共 団 体 10,209 9,417 ▲ 791

そ の 他 30,364 29,349 ▲ 1,014

合　　　　計 60,692 58,676 ▲ 2,015
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5,000 
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　⑴　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　⑵　その他有価証券で時価のあるもの

注　売買目的の有価証券はありません。
　　「子会社および関連法人等株式で時価のあるもの」は該当ありません。
　　時価は、期末日の市場価格にもとづいています。

□　有価証券の状況

（単位：百万円）

種　　　　　類

平成24年３月末 平成24年９月末

貸借対照表
計上額 時　価 差　額 貸借対照表

計上額 時　価 差　額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

地 方 債 896 921 25 897 916 19

社 　 債 200 204 4 200 205 5

小　　計 1,096 1,126 29 1,097 1,121 24

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

社 　 債 300 294 ▲ 6 300 293 ▲ 7

小　　計 300 294 ▲ 6 300 293 ▲ 7

合　　　　計 1,396 1,420 24 1,397 1,415 18

　　　（単位：百万円）

種　　　　　類

平成24年３月末 平成24年９月末

取得原価
または
償却原価

貸借対照表
計上額 評価差額

取得原価
または
償却原価

貸借対照表
計上額 評価差額

貸借対照表
計上額が取
得原価また
は償却原価
を超えるも
の

国 債 7,016 7,190 173 7,215 7,476 260

地 方 債 6,340 6,470 129 7,635 7,889 254

政府保証債 299 301 1 299 300 0

金 融 債 1,299 1,322 22 1,100 1,116 16

社 債 18,512 18,798 285 18,611 18,941 329

特殊法人債 − − − 2,100 2,152 52

受 益 証 券 246 288 41 170 175 4

小　　計 33,716 34,370 653 37,133 38,052 918

貸借対照表
計上額が取
得原価また
は償却原価
を超えない
もの

国 債 200 200 ▲ 1 220 219 ▲ 1

地 方 債 999 996 ▲ 4 199 199 ▲ 1

社 債 3,533 3,511 ▲ 22 1,735 1,714 ▲ 22

特殊法人債 − − − 197 195 ▲ 2

小　　計 4,733 4,708 ▲ 26 2,353 2,329 ▲ 24

合　　　　計 38,450 39,079 628 39,487 40,382 895



ー 10 ー

□　金融 ADR 制度への対応

⑴　苦情処理措置の内容
　�　当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制、内部規則等を整備のうえ、その内容をホー
ムページ、チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速か
つ適切な対応につとめ、苦情等の解決をはかります。
　　まずは、当ＪＡの相談、苦情等受付窓口へお申し出ください。

　　受付時間：信用事業　8:45 ～ 17:00（金融機関の休業日を除きます。）
　　　　　　　共済事業　�8:45 ～ 17:00（土日、祝祭日及び12月29日～ 1月3日を除き、園

部黒田支店ならびに福知山東部支店を除きます。）
京 北 支 店 075-852-0250 亀 岡 中 部 支 店 0771-22-0240
美 山 支 店 0771-75-0013 亀 岡 川 東 支 店 0771-22-0669
園 部 支 店 0771-62-0560 篠 支 店 0771-22-0104
園 部 黒 田 支 店 0771-62-1688 岩 滝 支 店 0772-46-3055
八 木 支 店 0771-42-2129 加 悦 支 店 0772-42-2175
日 吉 支 店 0771-72-0080 野 田 川 支 店 0772-43-0201
丹 波 支 店 0771-82-1125 伊 根 支 店 0772-33-0301
瑞 穂 支 店 0771-86-0160 峰 山 支 店 0772-62-0231
和 知 支 店 0771-84-0300 大 宮 支 店 0772-68-1000
福 知 山 支 店 0773-22-6205 網 野 支 店 0772-72-5000
福 知 山 東 部 支 店 0773-27-3801 弥 栄 支 店 0772-65-2231
亀 岡 中 央 支 店 0771-22-1186 間 人 支 店 0772-75-0440
亀 岡 西 部 支 店 0771-26-2006 久 美 浜 支 店 0772-82-1200
亀 岡 大 井 支 店 0771-24-0770 宮 津 支 店 0772-22-1781
保 津 支 店 0771-24-0880 宮 津 府 中 支 店 0772-27-0026

上記支店のほか、下記の窓口でも受け付けます。 

信用事業・京都農業協同組合 信用部
　　　　　電話番号：０７７１−２２−６９８２　　電子メール：fureai@kyoto − ja.jp
　　　　　受付時間：8:45 ～ 17:00（金融機関の休業日を除きます。）
　　　　・京都府ＪＡバンク相談所
　　　　　電話番号：０７５−６９３−2105
　　　　　受付時間：9:00 ～ 17:00（金融機関の休業日を除きます。）

共済事業・京都農業協同組合 共済部
　　　　　電話番号：０７７１−２２−６９８3　　電子メール：fureai@kyoto − ja.jp
　　　　　受付時間：8:45 ～ 17:00（土日、祝祭日および12月29日～ 1月3日を除きます。）
　　　　・JA共済相談受付センター（JA共済連　全国本部）
　　　　　電話番号：０１２０−５３６−０９３
　　　　　受付時間：9:00 ～ 17:00（土日、祝祭日および12月29日～ 1月3日を除きます。）

⑵　紛争解決措置の内容
　　当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。
　①　信用事業
　　・京都弁護士会紛争解決センター　　電話番号：０７５−２３１−２３７８
　　　　受付時間：�9:30 ～ 12:00、13:00 ～ 16:30　月曜日～金曜日 (祝日、年末年始を除
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きます。)
　　・東京弁護士会紛争解決センター　　電話番号：０３−３５８１−００３１
　　　　受付時間：9:30 ～ 15:00　　月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除きます。）
　　・第一東京弁護士会仲裁センター　　電話番号：０３−３５９５−８５８８
　　　　受付時間：�10:00 ～ 12:00、13:00 ～ 16:00　月曜日～金曜日（祝日 ､年末年始を除

きます。）
　　・第二東京弁護士会仲裁センター　　電話番号：０３−３５８１−２２４９
　　　　受付時間：�9:30 ～ 12:00、13:00 ～ 17:00　月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除

きます。）
　　・兵庫県弁護士会紛争解決センター　電話番号：０７８−３４１−８２２７
　　　　受付時間：�9:00 ～ 17:00　月曜日～金曜日（祝日、年末年始等を除く。詳しくは弁

護士会にお尋ねください。）
　　　　　※上記の弁護士会は、直接お申し立いただくことも可能です。
　　　　　�　また、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下「東京三弁護士

会」という）の仲裁センターでは、東京以外の地域の方々からの申立について、当事
者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法があります。

　　　　　○現地調停：�東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所
在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たり
ます。

　　　　　○移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。
　　　　　※�現地調停、移管調停は全国の全ての弁護士会で行える訳ではありません。具体的

内容は京都府ＪＡバンク相談所または東京三弁護士会仲裁センターにお問合せくだ
さい。

　　・公益社団法人総合紛争解決センター
　　　　京都農業協同組合信用部、京都府ＪＡバンク相談所を通じてのご利用となります。

　②　共済事業
　　・社団法人　日本共済協会　共済相談所　　電話番号：０３−５３６８−５７５７
　　　　受付時間：�9:00 ～ 12:00、13:00 ～ 17:00（土日、祝祭日および12月29日～ 1月

3日を除く）
　　・財団法人　自賠責保険・共済紛争処理機構大阪支部　電話番号：０6−６２６５−５２９５
　　　　　　　　　　　ホームページ　http://www.jibai − adr.or.jp/
　　・財団法人　日弁連交通事故相談センター京都支部　　電話番号：０７５−２３１−２３７８
　　　　　　　　　　　ホームページ　http://www.n − tacc.or.jp/
　　・財団法人　交通事故紛争処理センター大阪支部　　電話番号：０６−６２２７−０２７７
　　　　　　　　　　　ホームページ　http://www.jcstad.or.jp/

□　反社会的勢力への対応

　当ＪＡは、事業を行うにつき、平成19年６月19日犯罪対策閣僚会議幹事会申し合わせにおいて
決定された「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（以下、「政府指針」という。）
等を遵守し、反社会的勢力に対して断固とした姿勢で臨むことをここに宣言します。
　・反社会的勢力との決別
　　�　当ＪＡは、取引関係を含めて、排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢力による不当要求
を拒絶します。

　・組織的な対応
　　�　当ＪＡは、反社会的勢力に対しては、組織的な対応を行い、職員の安全確保を最優先に行
動します。
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　・外部専門機関との連携
　　�　当ＪＡは、警察、財団法人暴力追放推進センター、弁護士など、反社会的勢力を排除する

ための各種活動を行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、反社会的勢力と対決し
ます。

※「反社会的勢力」とは、「政府指針」に記載される集団または個人を指します。

□　金融円滑化に向けた取り組み

　当ＪＡは、農業および地域金融における円滑な資金供給を最も重要な社会的役割の一つと位置
付け、その実現に向けて取り組んでいます。
　金融円滑化に係る取り組みの基本的方針を制定し、取り組み体制を強化いたしました。
　当ＪＡでは、この方針にもとづき、お客さまからのご相談等にはより一層丁寧な対応を心掛け
てまいります。

「中小企業金融円滑化法」第４条及び第５条にもとづく措置の実施状況

第４条にもとづく措置の実施状況
（債務者が中小企業者の場合） （単位：百万円）

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

12月末 ３月末 ６月末 ９月末 12月末 ３月末 ６月末 ９月末 12月末 ３月末 ６月末 ９月末

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

貸付の条件の変更等の申込みを
受けた貸付債権の額

9 65 24 254 29 434 37 480 42 539 48 568 52 614 55 662 60 734 64 789 66 818 66 818

うち、実行に係る貸付債権の額 − − 7 93 14 148 17 208 21 228 25 264 34 333 35 339 35 339 42 433 45 470 45 470

うち、謝絶に係る貸付債権の額 − − − − 3 174 3 174 3 174 5 210 5 210 5 210 8 258 9 284 9 284 9 284

うち、審査中の貸付債権の額 9 65 16 160 4 67 8 50 6 72 6 28 1 6 3 47 5 72 1 7 − − − −

うち、取下げに係る貸付債権の額 − − 1 0 8 44 9 47 12 63 12 63 12 63 12 63 12 63 12 63 12 63 12 63

第５条にもとづく措置の実施状況
（債務者が住宅資金借入者の場合） （単位：百万円）

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

12月末 ３月末 ６月末 ９月末 12月末 ３月末 ６月末 ９月末 12月末 ３月末 ６月末 ９月末

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

貸付の条件の変更等の申込みを
受けた貸付債権の額

3 32 10 121 17 226 21 297 26 345 34 411 36 421 37 452 38 484 39 490 39 490 41 498

うち、実行に係る貸付債権の額 − − 2 19 3 26 9 95 13 137 18 202 26 263 26 263 27 294 27 294 27 294 28 300

うち、謝絶に係る貸付債権の額 − − − − − − − − − − − − − − − − 1 31 1 31 2 37 2 37

うち、審査中の貸付債権の額 3 32 6 81 10 135 7 123 5 91 6 51 − − 1 31 − − 1 5 − − 1 2

うち、取下げに係る貸付債権の額 − − 2 20 4 64 5 77 8 116 10 158 10 158 10 158 10 158 10 158 10 158 10 158

注�　法第４条および第５条にもとづく措置の実施状況における「貸付けの条件の変更等」の定義等は、「農水産業協同組合に係る中小企業者等に対する金融の円滑化をは
かるための臨時措置に関する命令」にもとづいて計上しています。
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京都農業協同組合個人情報保護方針

京 都 農 業 協 同 組 合　　　　　　
代表理事理事長　竹　内　敏　三

平成１７年３月２８日制定　　
平成２４年１１月１２日最終改訂

　京都農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を
正しく取り扱うことが当組合の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方
針を遵守することを誓約します。

１�．当組合は、個人情報を適正に取り扱うために、個人情報の保護に関する法律（以下「法」と
いいます。）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および農林水産大臣をはじめ主務大臣
のガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。
　�　個人情報とは、法第２条第１項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識
別できるものをいい、以下も同様とします。
２�．当組合は、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得た場合および
法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の達成に必要な範囲内でのみ個
人情報を取り扱います。
　�　ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。
　�　利用目的は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得
後速やかにご本人に通知し、または公表します。ただし、ご本人から直接書面で取得する場合
には、あらかじめ明示します。
３．当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。
４�．当組合は、取り扱う個人データを利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、ま
た安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。
　�　個人データとは、法第２条第４項が規定する、個人情報データベース等（法第２条第２項）
を構成する個人情報をいい、以下同様とします。
５�．当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得る
ことなく、個人データを第三者に提供しません。
６�．当組合は、ご本人の機微（センシティブ）情報（政治的見解、信教、労働組合への加盟、人
種・民族、門地・本籍地、保健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場合や業務
遂行上必要な範囲においてご本人の同意をいただいた場合等を除き、取得・利用・第三者提供
はいたしません。
７�．当組合は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じます。
　�　保有個人データとは、法第２条第５項に規定するデータをいいます。
８�．当組合は、取り扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そ
のための内部体制の整備に努めます。
９�．当組合は、取り扱う個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の
継続的な改善に努めます。

以　上



JA 京都経営理念・方針

【経営理念】

　　　組合員との絆を大切にして、

　　　　　　愛され、信頼されるＪＡをめざします。

【経営方針】

一．営農活動中心のＪＡ
　�　消費者に喜ばれる安全・安心な農産物の生産等、さらに高度な営農指導を中心事業
として、生産に必要な資材を提供する購買事業を行います。
　　全職員で農繁・日直対応を行います。

一 . 強靭な信用力を持つＪＡ
　�　強靭な信用力と信頼のもとに、組合員の財産を全面的に守る信用・共済事業を行い
ます。

一 . 組合員との「ふれあい」を大切にするＪＡ
　�　一斉訪問、渉外活動等を通じて、組合員との「ふれあい」を大切にします。

一 . 全ての事業を全利用していただけるＪＡ
　�　組合員一人一人が自らのＪＡとして「全ての事業を全利用」していただけるＪＡを
めざします。

一 . 協力組織を大切にするＪＡ
　�　農家（事）組合・農区、生産部会、女性部、年金友の会等の協力組織を大切にします。

一 . 自分の守備範囲を完璧に守るＪＡ
　�　役職員は自分の守備範囲（地区、組合員、仕事等）を明確にして完璧に守り、組織
内の連帯、協調を図ります。 

一 . 役職員がＪＡ運動のモデルとなるＪＡ
　�　役職員は、ＪＡ運動のモデルとして、率先して全利用に努め、協力組織の構成員と
なり、家族はＪＡ運動の理解者になります。
　　また、居住する地域にＪＡ運動の理解者を多くつくります。
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